
 

 

議  案  第  ４１  号  

 

 

新居浜市議会議員の議員報酬、費用弁償及び期末手当に関する条例等の一

部を改正する条例の制定について  

 

新居浜市議会議員の議員報酬、費用弁償及び期末手当に関する条例等の一部を改正す

る条例を次のとおり制定する。  

 

平成２８年３月１７日提出  

 

新居浜市長  石  川  勝  行  

 

 

新居浜市議会議員の議員報酬、費用弁償及び期末手当に関する条例等の一

部を改正する条例  

 

（新居浜市議会議員の議員報酬、費用弁償及び期末手当に関する条例の一部改正）  

第１条  新居浜市議会議員の議員報酬、費用弁償及び期末手当に関する条例（平成２０

年条例第２４号）の一部を次のように改正する。  

第７条第２項中「１００分の１６２．５」を「１００分の１６７．５」に改める。  

第２条  新居浜市議会議員の議員報酬、費用弁償及び期末手当に関する条例の一部を次

のように改正する。  

第２条の表中  

「                 「  

５７１，０００円   ５７２，０００円  

５１７，０００円  ５１８，０００円  

４８１，０００円  ４８２，０００円  

」を                」に改める。  



 

 

第７条第２項中「１００分の１４７．５」を「１００分の１５０」に、「１００分

の１６７．５」を「１００分の１６５」に改める。  

（新居浜市特別職の職員の給与に関する条例の一部改正）  

第３条  新居浜市特別職の職員の給与に関する条例（昭和３１年条例第２０号）の一部

を次のように改正する。  

第５条中「１００分の１６２．５」を「１００分の１６７．５」に改める。  

第４条  新居浜市特別職の職員の給与に関する条例の一部を次のように改正する。  

第５条中「１００分の１４７．５」を「１００分の１５０」に、「１００分の

１６７．５」を「１００分の１６５」に改める。  

別表中  

「                 「  

 ９５５，０００円     ９５６，０００円  

７７９，０００円  ７８０，０００円  

  ６８２，０００円    ６８３，０００円  

  ４４１，０００円    ４４２，０００円  

」を                」に改める。  

（新居浜市教育長の給与、勤務時間その他の勤務条件に関する条例の一部改正）  

第５条  新居浜市教育長の給与、勤務時間その他の勤務条件に関する条例（昭和４２年

条例第１１号）の一部を次のように改正する。  

第５条中「１００分の１６２．５」を「１００分の１６７．５」に改める。  

第６条  新居浜市教育長の給与、勤務時間その他の勤務条件に関する条例の一部を次の

ように改正する。  

第３条の表中「６５７，０００円」を「６５８，０００円」に改める。  

第５条中「１００分の１４７．５」を「１００分の１５０」に、「１００分の

１６７．５」を「１００分の１６５」に改める。  

附  則  

（施行期日等）  

１  この条例は、公布の日から施行する。ただし、第２条、第４条及び第６条の規定は、

平成２８年４月１日から施行する。  



 

 

２  第１条の規定による改正後の新居浜市議会議員の議員報酬、費用弁償及び期末手当

に関する条例（以下「改正後の議員報酬等条例」という。）の規定、第３条の規定に

よる改正後の新居浜市特別職の職員の給与に関する条例（以下「改正後の特別職給与

条例」という。）の規定及び第５条の規定による改正後の新居浜市教育長の給与、勤

務時間その他の勤務条件に関する条例（以下「改正後の教育長給与条例」という。）

の規定は、平成２７年１２月１日から適用する。  

（期末手当の内払）  

３  改正後の議員報酬等条例、改正後の特別職給与条例又は改正後の教育長給与条例の

規定を適用する場合においては、第１条の規定による改正前の新居浜市議会議員の議

員報酬、費用弁償及び期末手当に関する条例、第３条の規定による改正前の新居浜市

特別職の職員の給与に関する条例又は第５条の規定による改正前の新居浜市教育長の

給与、勤務時間その他の勤務条件に関する条例の規定に基づいて支給された期末手当

は、それぞれ改正後の議員報酬等条例、改正後の特別職給与条例又は改正後の教育長

給与条例の規定による期末手当の内払とみなす。  

 

提案理由  

人事院勧告に準じた特別職の国家公務員に係る給与改定を勘案し、議会議員、特別職

の職員及び教育長の期末手当の支給割合を改めるため、並びに新居浜市特別職報酬等審

議会の答申に基づき議員報酬額並びに市長及び副市長の給料の額を改定するとともに、

これらの改定に準じて監査委員及び教育長の給料の額を改定するため、本案を提出する。  


